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表紙

 　　　・連結計算書類の連結注記表
　　　 ・計算書類の個別注記表

 会計監査人及び監査役の監査を受けた本開示書類は、法令及び当社
 定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
 （https://www.uex-ltd.co.jp/)に掲載することにより、株主の皆
 様にご提供するものであります。

第68回定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

［令和３年４月１日から令和４年３月31日まで］
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連結注記表

連結注記表
［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］
１. 連結の範囲に関する事項

　子会社は全て連結しております。
　当該連結子会社は上野エンジニアリング株式会社、ステンレス急送株式会社、株式会社ＵＥＸ管材、日進ス
テンレス株式会社、株式会社大崎製作所、上海威克斯不銹鋼有限公司、令和特殊鋼株式会社、株式会社ナカタ
ニの８社であります。

２. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用している関連会社はありません。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、以下に記載する子会社を除き連結決算日と一致しております。
上海威克斯不銹鋼有限公司の決算日は、12月31日であります。
なお、連結計算書類を作成するに当たっては、同日現在の計算書類を使用し連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４. 会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

　　す。）
市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法
（ロ）棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品、製品 主として月別移動平均法
仕掛品、原材料 月別移動平均法
貯蔵品 最終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産

①有形固定資産（リース資産を除く）
有形固定資産は、定率法を採用しております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

②リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、主としてリース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法によっております。
（ロ）無形固定資産

無形固定資産は、定額法を採用しております。
なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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（ロ）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に属する額を計上してお

ります。

（４）収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履
行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①ステンレス鋼その他金属材料の販売事業
　ステンレス鋼その他金属材料の販売事業においては、主にステンレス鋼、その他の鉄鋼製品、高合金、チタンの
販売を行っております。このような商品の販売については、商品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しておりま
す。ただし、国内の販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ
る場合には、出荷時点で収益を認識しております。
　なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提
供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
②ステンレス鋼その他金属加工製品の製造・販売事業
　ステンレス鋼その他金属加工製品の製造・販売事業においては、主にステンレス鋼製ウェザーカバー、ステンレ
ス鋼管製品の製造及び販売を行っております。このような製品の販売については、製品を顧客に引き渡した時点で
収益を認識しております。
③機械装置の製造・販売及びエンジニアリング事業
　機械装置の製造・販売及びエンジニアリング事業においては、主に一般産業用機械装置の製造及び販売を行い、
また、エンジニアリングサービスを提供しております。このような製品の販売等については、製品等を顧客に引き
渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しております。

（５）重要なヘッジ会計の方法
（イ）ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満た
しておりますので、特例処理を採用しております。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等
については、振当処理を行っております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象
①ヘッジ手段

金利スワップ
為替予約

②ヘッジ対象
借入金の利息
外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

（ハ）ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を、また、外貨建取引の為替相場の変動リ

スクを回避する目的で為替予約取引を行っており、ヘッジ対象の認識は個別契約ごとに行っております。
（ニ）ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているので有効性の評価を省略しております。
また、為替予約については、取引時に重要な条件の同一性を確認しているため、有効性の評価を省略し

ております。
（ホ）その他リスク管理方法のうち、ヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引は、「デリバティブ等取引及びヘッジ会計処理に関する管理規程」及び「職務権限規
程」等により、厳格に取引を執行管理しております。

また、内部牽制組織としては、デリバティブ取引に係る契約締結業務は経理部財務チームが担当し、デ
リバティブ取引の契約状況及び運用状況については経理部経理チームが管理し、半年ごとに取締役会に報
告しております。
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（６）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（イ）退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により
費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整のうえ、純資産の部におけ
るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

（ロ）のれんの償却期間及び償却方法
７年間にわたる均等償却をしております。

[会計方針の変更に関する注記]
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、顧客との約束
が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合、総額で収益を認識する方
法から、純額で収益を認識する方法に変更しております。また、有償支給取引について、従来は、有償支給した支
給品について消滅を認識しておりましたが、支給品を買い戻す義務を負っている場合、当該支給品の消滅を認識し
ない方法に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首
の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当
連結会計年度より「受取手形」及び「売掛金」に含めて表示しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高及び売上原価は、それぞれ16,175,476千円減少しております。また、利益
剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める
新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありませ
ん。
　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行う
こととしました。

[会計上の見積りに関する注記]
　のれんの評価
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　のれん　　656,512千円
（２）その他の情報
のれんの減損の兆候の有無の判定においては、当該連結子会社の営業損益等の過去の実績や将来の事業計画等を

用いておりますが、当該事業計画には将来の市場の動向や売上見込等の重要な仮定を含んでおります。なお、新型
ウイルス感染症が将来の業績に与える影響は限定的であるとの仮定のもと事業計画を作成しております。その結
果、当連結会計年度においては、のれんの減損の兆候はないと判断しております。

これらの仮定は、将来の不確実な経済状況等によって影響を受け、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響
を与える可能性があります。
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現金及び預金 62,068千円
建物及び構築物 930,170 〃
機械装置及び運搬具 33,932 〃
土地 5,091,367 〃
その他（有形固定資産） 790 〃
投資有価証券 231,031 〃

合計 6,349,358千円

支払手形及び買掛金 227,171千円
電子記録債務 1,058,484 〃
短期借入金 4,184,000 〃
長期借入金 2,456,750 〃

合計 7,926,405千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 7,003,783千円

３. 受取手形割引高 337,652千円

４. 受取手形裏書譲渡高 240,630千円

５. 電子記録債権割引高 1,100,069千円

６. 電子記録債権譲渡高 10,215千円

７. 流動化による手形債権買戻し義務額 290,117千円

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

[連結貸借対照表に関する注記]
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）担保に供している資産

※上記のほか、連結上消去されている関係会社株式（3,406,239千円）を担保に供しております。

（２）担保に係る債務

８. 土地の再評価に関する法律の適用
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し
た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑定

士による鑑定評価額により算出しております。
　再評価を行った土地の期末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額の合計額を下回っている金額

1,402,100千円
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売上原価に含まれる棚卸資産の簿価切下げ額 36,449千円

決 　 　 議 株 式 の
種 類

配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

令 和 ３ 年 ６ 月 2 2 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 44,078 4.00 令和３年３月31日 令和３年６月23日

令 和 ３ 年 1 1 月 ５ 日
取 締 役 会 普通株式 44,078 4.00 令和３年９月30日 令和３年12月６日

決 　 　 議 株 式 の
種 類 配 当 の 原 資 配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

令 和 ４ 年 ６ 月 2 1 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利 益 剰 余 金 396,701 36.00 令和４年３月31日 令和４年６月22日

[連結損益計算書に関する注記]

[連結株主資本等変動計算書に関する注記]
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　12,000,000株

２. 配当に関する事項
（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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[金融商品に関する注記]
１. 金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当社企業集団は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機
関からの借入等により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用してお
り、投機的な取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金ならびに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては、当社企業集団の「信用管理規程」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行
い、リスク低減を図っております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企
業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金ならびに電子記録債務は、全て１年以内の支払期日です。
短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は主に設備投資に

係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期の
ものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデ
リバティブ取引（金利スワップ）をヘッジ手段として利用しております。

ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定を
もって有効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デリ
バティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っており
ます。

また、営業債務ならびに借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社企業集団では、各社が月次
に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「３．金融商品のレベルごとの内訳等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につい

ては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （ ※ 1 ） 時 価 （ ※ 1 ） 差 額

⑴ 投 資 有 価 証 券 1,764,106 1,764,106 ―
⑵ 長 期 借 入 金 (2,810,446) (2,804,894) 5,552
⑶ デ リ バ テ ィ ブ 取 引  （ ※ 2 ） 4,751 4,751 ―

区　　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 25,175

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

株式 1,764,106 － － 1,764,106
デリバティブ取引
　通貨関連 － 4,751 － 4,751

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 2,804,894 － 2,804,894

２. 金融商品の時価等に関する事項
令和４年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注）をご参照
ください。）また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形及び買掛
金、電子記録債務、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し
ております。

（単位：千円）

（※1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は、純額で表示しております。

（注）市場価格のない株式等
（単位：千円）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

⑴　投資有価証券
　上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。

－ 7 －



2022/05/30 12:01:13 / 21824897_株式会社ＵＥＸ_招集通知：Web開示

連結注記表

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引の
種類等 主なヘッジ対象 契約額等 うち1年超 時価

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
　買建

米ドル
外貨建予定取引 68,951 ― 4,751

ステンレス鋼その他
金属材料の販売事業

ステンレス鋼その他
金属加工製品の製

造・販売事業

機械装置の製造・販
売及びエンジニアリ

ング事業
合計

売上高
　顧客との契約から
生じる収益 43,624,608 1,174,645 725,220 45,524,473

外部顧客への売上高 43,624,608 1,174,645 725,220 45,524,473

⑵　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

⑶　デリバティブ取引
　為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定しており、レ
ベル２の時価に分類しております。

① ヘッジ会計が適用されていないもの
　該当するものはありません。
② ヘッジ会計が適用されているもの
　ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額は、以下のとお
りです。

（単位：千円）

[賃貸等不動産に関する注記]
総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

[収益認識に関する注記]
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
①ステンレス鋼その他金属材料の販売事業
　ステンレス鋼その他金属材料の販売事業においては、主にステンレス鋼、その他の鉄鋼製品、高合金、チタンの
販売を行っております。
　一部の直送取引については他の当事者が関与しております。出荷・配送の一連の作業は他の当事者により行われ
ており、当社及び連結子会社は、在庫リスク及び価格設定の裁量権を有しておりません。当該他の当事者により商
品が提供されるように手配することが当社及び連結子会社の履行義務であり、したがって、代理人として取引を行
っていると判断しております。代理人として取引を行っている一部の直送取引については、取引価格を、顧客から
受け取る対価の額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額により算定しております。
　履行義務の充足時点については、商品を顧客に引き渡した時点としておりますが、これは、当該時点が商品の法
的所有権、物理的占有、商品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧客から取引対価の支払い
を受ける権利を得ていると判断できるためであります。ただし、国内の販売において、出荷時から当該商品の支配
が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。
　当該事業に関する取引の対価は、商品の引渡し後、概ね４か月以内に受領（契約に基づき前受金を受領する場合
がある。）しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

②ステンレス鋼その他金属加工製品の製造・販売事業
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（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）
　受取手形 2,638,433
　電子記録債権 2,705,524
　売掛金 7,338,701

12,682,659
顧客との契約から生じた債権（期末残高）
　受取手形 2,974,954
　電子記録債権 5,411,680
　売掛金 9,462,747

17,849,381
契約負債（期首残高） 59,137
契約負債（期末残高） 69,628

１株当たり純資産額
１株当たり当期純利益

1,255円17銭
127円06銭

　ステンレス鋼その他金属加工製品の製造・販売事業においては、主にステンレス鋼製ウェザーカバー、ステンレ
ス鋼管製品の製造及び販売を行っております。
　履行義務の充足時点については、製品を顧客に引き渡した時点としておりますが、これは当該時点が製品の法的
所有権、物理的占有、製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧客から取引対価の支払いを
受ける権利を得ていると判断できるためであります。
　当該事業に関する取引の対価は、製品の引渡し後、概ね４か月以内に受領しており、当該顧客との契約に基づく
債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

③機械装置の製造・販売及びエンジニアリング事業
　機械装置の製造・販売及びエンジニアリング事業においては、主に一般産業用機械装置の製造及び販売を行い、
また、エンジニアリングサービスを提供しております。
　履行義務の充足時点については、製品等を顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時点としておりますが、こ
れは当該時点が製品等の法的所有権、物理的占有、製品等の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転
し、顧客から取引対価の支払いを受ける権利を得ていると判断できるためであります。
　当該事業に関する取引の対価は、製品の引渡し後、概ね４か月以内に受領（契約に基づき前受金を受領する場合
がある。）しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　契約負債の残高等

　契約負債は、主に、商品及び製品の引き渡し時に収益を認識する顧客との販売契約について、支払条件に基づき
顧客から受け取った前受金に関するものであり、連結貸借対照表上は流動負債の「その他」に計上しております。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は59,137千円でありま
す。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社の履行義務であるステンレス鋼その他金属材料の販売、ステンレス鋼その他金属加工製品の
製造・販売、機械装置の製造・販売及びエンジニアリングは、当初に予想される契約期間が１年以内であるため、
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

[１株当たり情報に関する注記]

[重要な後発事象に関する注記]
該当事項はありません。
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個別注記表
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
１. 資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
　　　　　　　　　　　　　　　　平均法により算定しております。）
市場価格のない株式等　　　　　　移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品 月別移動平均法
貯蔵品 最終仕入原価法

２. 固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

有形固定資産は、定率法を採用しております。
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

（２）無形固定資産
無形固定資産は、定額法を採用しております。
なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

３. 引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に属する額を計上しておりま

す。
（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費
用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す
る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　ステンレス鋼その他金属材料の販売事業
　ステンレス鋼その他金属材料の販売事業においては、主にステンレス鋼、その他の鉄鋼製品、高合金、チタンの
販売を行っております。このような商品の販売については、商品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しておりま
す。ただし、国内の販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ
る場合には、出荷時点で収益を認識しております。
　なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品と交
換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
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５. 重要なヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たして
おりますので、特例処理を採用しております。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等について
は、振当処理を行っております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
①ヘッジ手段

金利スワップ
為替予約

②ヘッジ対象
借入金の利息
外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

（３）ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を、また、外貨建取引の為替相場の変動リスク
を回避する目的で為替予約取引を行っており、ヘッジ対象の認識は個別契約ごとに行っております。

（４）ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているので有効性の評価を省略しております。
　また、為替予約については、取引時に重要な条件の同一性を確認しているため、有効性の評価を省略してお
ります。

（５）その他リスク管理方法のうち、ヘッジ会計に係るもの
　デリバティブ取引は、「デリバティブ等取引及びヘッジ会計処理に関する管理規程」及び「職務権限規程」
等により、厳格に取引を執行管理しております。
　また、内部牽制組織としては、デリバティブ取引に係る契約締結業務は経理部財務チームが担当し、デリバ
ティブ取引の契約状況及び運用状況については経理部経理チームが管理し、半年ごとに取締役会に報告してお
ります。

６. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
るこれらの会計処理の方法と異なっております。

[会計方針の変更に関する注記]
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、顧客との約束が財
又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合、総額で収益を認識する方法か
ら、純額で収益を認識する方法に変更しております。また、有償支給取引について、従来は、有償支給した支給品
について消滅を認識しておりましたが、支給品を買い戻す義務を負っている場合、当該支給品の消滅を認識しない
方法に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
り、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰
余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、当事業年度の売上高及び売上原価は、それぞれ18,325,132千円減少しております。また、利益剰余
金の当期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計
基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た
な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。
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建物 842,144千円
構築物 22,094 〃
機械及び装置 33,932 〃
工具器具及び備品 790 〃
土地 4,980,711 〃
投資有価証券 220,395 〃
関係会社株式 3,406,239 〃

合計 9,506,305千円

電子記録債務 1,058,484千円
買掛金 172,534 〃
短期借入金 4,144,000 〃
長期借入金 2,456,750 〃

合計 7,831,768千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 4,866,930千円

株式会社大崎製作所 30,000千円

４. 受取手形割引高 337,652千円

５. 電子記録債権割引高 1,100,069千円

６. 流動化による手形債権買戻し義務額 290,117千円

短期金銭債権 1,132,541千円
短期金銭債務 247,958 〃
長期金銭債務 2,867 〃

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

1,402,100千円

[貸借対照表に関する注記]
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）担保に供している資産

（２）担保に係る債務

３. 保証債務
以下の関係会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

７. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

８. 土地の再評価に関する法律の適用
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し
た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑定
士による鑑定評価額により算出しております。
　再評価を行った土地の期末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額の合計額を下回っている金額
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営業取引による取引高
売上高 710,183千円
仕入高 568,395 〃
支払運賃 446,355 〃

営業取引以外の取引による取引高 94,098 〃

２. 売上原価に含まれる棚卸資産の簿価切下げ額 42,280千円

普通株式 980,535株

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 39,774千円
賞与引当金損金算入限度超過額 95,626 〃
退職給付引当金損金算入限度超過額 298,959 〃
会員権評価損 70,213 〃
投資有価証券評価損 24,812 〃
関係会社株式評価損 16,558 〃
未払役員退職慰労金 2,186 〃
土地再評価差額金 166,719 〃
その他 76,780 〃
繰延税金資産小計 791,628千円
評価性引当額 △343,805 〃

繰延税金資産合計 447,823千円
繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 △1,455千円
その他有価証券評価差額金 △293,920 〃

繰延税金負債合計 △295,374千円
繰延税金資産の純額 152,448千円

[損益計算書に関する注記]
１. 関係会社との取引高

[株主資本等変動計算書に関する注記]
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

[税効果会計に関する注記]
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内容又は
職　　業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割　　合

(%)

関　　連
当 事 者
との関係

取引の
内　容

取引金額
(千円) 科　目 期末残高

(千円)

子会社 日進ステンレ
ス 株 式 会 社

神奈川県
川崎市 20

半 導 体 装
置 用 ス テ
ン レ ス 鋼
管 な ど の
販 売

所有
直接100.0% 商品の販売 商 品 の 販 売 195,063 受取手形

電子記録債権
売掛金

64,530
262,157
462,210

１株当たり純資産額
１株当たり当期純利益

1,143円92銭
83円69銭

[関連当事者との取引に関する注記]
子会社及び関連会社等

(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておりませんが、債権の額には消費税等が含まれております。
２ 取引条件ないし取引条件の決定方針

　取引条件については、市場価格、総原価を勘案して交渉のうえ、価格を決定しております。

[収益認識に関する注記]
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　ステンレス鋼その他金属材料の販売事業
　ステンレス鋼その他金属材料の販売事業においては、主にステンレス鋼、その他の鉄鋼製品、高合金、チタンの
販売を行っております。
　一部の直送取引については他の当事者が関与しております。出荷・配送の一連の作業は他の当事者により行われ
ており、当社は、在庫リスク及び価格設定の裁量権を有しておりません。当該他の当事者により商品が提供される
ように手配することが当社の履行義務であり、したがって、代理人として取引を行っていると判断しております。
代理人として取引を行っている一部の直送取引については、取引価格を、顧客から受け取る対価の額から当該他の
当事者に支払う額を控除した純額により算定しております。
　履行義務の充足時点については、商品を顧客に引き渡した時点としておりますが、これは、当該時点が商品の法
的所有権、物理的占有、商品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧客から取引対価の支払い
を受ける権利を得ていると判断できるためであります。ただし、国内の販売において、出荷時から当該商品の支配
が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。
　当該事業に関する取引の対価は、商品の引渡し後、概ね４か月以内に受領（契約に基づき前受金を受領する場合
がある。）しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

[１株当たり情報に関する注記]

[重要な後発事象に関する注記]
該当事項はありません。
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